高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に係る広島市手続要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号。以下「法」という。）、同法施行令(平成18年政令第379号。以下「政令」という。)及び同法施行規則(平成18年国土交通省令第110号。以下「省令」という。)の施行に関し、必要な事項を定める。
（特別特定建築物の建築物移動等円滑化基準への適合に関する事項に関する報告）

第２条　法第53条第3項の規定による特別特定建築物の建築物移動等円滑化基準（法第14条第3項の規定による条例で付加した事項を含む。）への適合に関する事項に関する報告は、特別特定建築物の建築物移動等円滑化基準への適合に関する報告書（別記第1号様式）に必要な図書又は書面を添付して市長に行うものとする。
（認定の申請）
第３条　法第17条第１項の規定に基づき計画の認定を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、認定申請書（省令第三号様式）の正本及び副本に省令第8条に定める図書のほか、次に掲げる図書を添付して、市長に申請しなければならない。
　　　⑴　建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト（別記第2号様式）
　　　⑵　床仕上げ表（別記第3号様式）

　　　⑶　その他市長が必要と認める図書又は書面

２　市長は、法第17条第3項の規定に基づき計画の認定をしたときは、認定通知書（省令第四号様式）に前項の認定申請書の副本を添えて、申請者に通知するものとする。
（適合通知の申し出）
第４条　申請者は、法第17条第4項の規定に基づく適合通知を受けるよう申し出る場合は、建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項（同法第87条第１項において準用する場合を含む。）に規定する確認の申請書（以下「建築確認申請書」という。）を前条の申請に併せて提出しなければならない。
（計画の通知等）

第５条　法第17条第５項（法第18条第２項において準用する場合を含む。）の規定による通知は、通知書（別記第4号様式）に建築確認申請書を添えて建築主事に行うものとする。
　　２　建築主事は、前項の通知に係る建築物の計画が建築基準関係規定に適合することを認めたときにあっては、適合通知書（別記第4号の2様式）に同項の建築確認申請書の副本を添えて、所管行政庁に通知するものとする。

（計画の変更）

第６条　法第18条第１項に規定する計画の変更の認定（以下「計画の変更認定」という。）を受けようとする者（以下「変更認定申請者」という。）は、変更認定申請書（別記第5号様式）の正本及び副本（法第18条第２項において準用する法第17条第４項の適合通知を受けるよう申し出る場合にあっては、建築確認申請書を添付する。）に、当該計画変更に係る図書を添付して、市長に申請しなければならない。

２　市長は、前項に規定する申請について認定をしたときは、変更認定通知書（別記第６号様式）に同項の変更認定申請書の副本（法第18条第２項において準用する法第17条第７項の規定により適合通知を受けて計画の変更認定をした場合にあっては、変更認定通知書に前項の変更認定申請書の副本及び当該適合通知書に添えられた建築確認申請書の副本）を添えて、変更認定申請者に通知するものとする。
（認定事業者の変更）

第７条　認定建築物の工事が完了する前に認定事業者を変更しようとするときは、認定事業者は、新たに認定事業者になろうとする者と連署して、認定事業者の変更届（別記第7号様式）の正本及び副本に、認定通知書の写し（計画の変更認定を受けた者にあっては、認定通知書の写し及び変更認定通知書の写し）を添付して、市長に届け出なければならない。
２　前項の認定事業者の変更届の副本は、認定事業者に返還するものとする。
（工事完了等の報告）

第８条　法第53条第4項の規定による認定建築物の建築等又は維持保全の状況についての報告は、認定建築物の建築等又は維持保全に関する報告書（別記第8号様式）に、必要な図書又は書面を添付して、市長に行うものとする。
（申請の取り下げ）

第９条　申請者又は変更認定申請者は、市長が当該計画の認定又は計画の変更認定をする前に、当該申請を取り下げようとするときは、取下げ届（別記第9号様式）の正本及び副本を市長に届け出なければならない。
２　市長は、第５条の通知を行った場合で前項に規定する取下げ届の提出があったときは、取下げ通知書（別記第10号様式）により建築主事に通知しなければならない。

３　第１項の取下げ届の副本は、申請をした者に返還するものとする。
（認定建築物の建築等の取り止め）

第１０条　認定事業者は、認定建築物の建築等を取り止めようとするときは、取止め届（別記第11号様式）の正本及び副本に、認定通知書（計画の変更認定を受けた者にあっては、認定通知書及び変更認定通知書）を添付して、市長に届け出なければならない。

２　前項の取止め届の副本及び認定通知書（計画の変更認定を受けた者にあっては、認定通知書及び変更認定通知書）は、認定事業者に返還するものとする。
（エレベーターの特例の認定）

第１１条　法第23条第１項の規定による既存の特定建築物に設けるエレベーターについての建築基準法の特例の認定を受けようとする者は、特例認定申請書（別記第12号様式）の正本及び副本に、次に掲げる図書を添付して、市長に申請しなければならない。
　　　⑴　既存の特定建築物の建築基準法第7条第5項に規定する検査済証の写し又は当該検査済証が交付されたことを証する書面
　　　⑵　付近見取図、配置図、各階平面図及びエレベーターの構造詳細図

　　　⑶　省令第13条第１号に規定する構造であることが確認できる構造図及び構造計算書

　　　⑷　省令第13条第２号及び第14条に規定する基準に適合することが確認できる事項を記載した図書

　　　⑸　その他市長が必要と認める図書又は書面

２　市長は、前項の規定による申請について、当該エレベーターが法第23条第１項の基準に適合し、防火上及び避難上支障がないと認めたときは、特例認定通知書（別記第13号様式）に同項の特例認定申請書の副本を添えて、申請をした者に通知するものとする。

附　則
この要綱は、平成17年２月18日から施行する。

この要綱は、平成18年12月20日から施行する。
この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
この要綱は、令和７年６月１日から施行する。

